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2012年9月20日

経済産業省 製造産業局 自動車課
課長補佐　丸山 智久



ＥＶ・ＰＨＶタウン構想の概要と現時点の到達点

○ＥＶ・ＰＨＶタウン構想とは、「低炭素社会づくり行動計画」の取組方針にも位置付けられている、
　ＥＶ・ＰＨＶの本格普及に向けた実証実験のためのモデル事業

○ＥＶ・ＰＨＶの初期需要を創出するためには、充電インフラ整備や普及啓発などを集中的に行う必要
　があることから、ＥＶ・ＰＨＶの普及に先駆的に取り組む自治体をモデル地域として選定

○各ＥＶ・ＰＨＶタウンでは地域企業等とも連携してＥＶ・ＰＨＶの導入、環境整備を集中的に行い、
　地域特有の普及モデルの確立を図っており、その普及モデルを日本全国へ展開することを目指す

ＥＶ・ＰＨＶタウン構想の概要

２

現時点の到達点

○ ＥＶ・ＰＨＶタウン構想の中で、各ＥＶ・ＰＨＶタウンでは、各々の狙い・目標の達成に向け、
　「計画の具現化」・「計画の実行」・「成果の情報共有」を実施
○ ＥＶ・ＰＨＶタウン構想の一つの成果物として、『ベストプラクティス集Ⅰ・Ⅱ』を公表

各ＥＶ・ＰＨＶ
タウンでの
狙い・目標



充電インフラ普及への課題 ３

課題１：計画的・効率的な配備が必要（整備⼿法の確⽴）課題１：計画的・効率的な配備が必要（整備⼿法の確⽴）

○効率的な整備手法が確立されていない

○計画的な整備に向けた自治体等の関与の場が少ない

課題２：普通充電器の整備課題２：普通充電器の整備

課題３：ユーザー利便性の確保課題３：ユーザー利便性の確保

○マンション等の集合住宅への設置が困難

○互換性を有し、ユーザーが安心して利用できる普通充電器の普及が重要

○自動車ユーザーが提供を受ける情報のバラツキ

○課金ビジネス



課題解決に向けた具体的なアクション（案） ４

国 自治体等 民間

効率的配備手法に係るモデルプラン策定効率的配備手法に係るモデルプラン策定

シミュレーションによる
効率的配備手法の開発

ＥＶ・ＰＨＶの走行データ等

プローブ情報等の取得

ＣＥＶ補助金を通じた
計画的・効率的配備の促進

ＣＥＶ補助金を通じた
計画的・効率的配備の促進

地域ごとでの設置計画等を検討
提供

働きかけ

設置計画に
沿って設置

設置計画との整合性等を審査
審査

申請
とりまとめ

申請

補助金交付

働きかけ

１．計画的・効率的なインフラ整備（整備手法の確立）

� 効率的配備⼿法に関するモデルプランの策定 → ⾃治体等と共有
� ＣＥＶ補助⾦における補助範囲等を⾒直し

２．普通充電器の整備

� 制度的対応や補助のあり⽅等について、総合的に検討

３．ユーザー利便性の確保

� ユーザーが必要とする情報が広く提供される仕組みを検討
� ⼀定の仕様（通信機能を有する等）を満たす機器に重点的に補助



クリーンエネルギー⾃動⾞等導⼊促進対策費補助⾦クリーンエネルギー⾃動⾞等導⼊促進対策費補助⾦クリーンエネルギー⾃動⾞等導⼊促進対策費補助⾦クリーンエネルギー⾃動⾞等導⼊促進対策費補助⾦
    
      平成      平成      平成      平成2222５年度概算要求額  ５年度概算要求額  ５年度概算要求額  ５年度概算要求額  ４４３４４３４４３４４３．０億円 ．０億円 ．０億円 ．０億円 （２９２億円）（２９２億円）（２９２億円）（２９２億円）

    

事業の内容事業の内容

事業の概要・⽬的事業の概要・⽬的

電気自動車 プラグインハイブリッド自動車

クリーンディーゼル自動車

（普通充電器）

○環境・エネルギー制約への対応の観点から、我が国のＣＯ２
排出量の２割を占める運輸部門において、電気自動車等の次
世代自動車等を普及することは重要です。

○また、今後の成長が期待される分野であり、各国メーカーが
次々と参入を予定するなど、国際競争が激化しています。

○加えて、電気自動車等の大容量蓄電池を活用したピークシフ
トへの貢献等、エネルギーマネジメントシステムの一環とし
ての電気自動車等の役割についても期待が高まっているとこ
ろです。

○一方、現時点では導入初期段階にあり、コストが高い等の課
題を抱えています。このため、車両やインフラに対する負担
軽減による初期需要の創出を図り、量産効果による価格低減
を促進し、世界に先駆けて国内の自立的な市場を確立します。

国 申請者

補助

民間団体等

補助
（急速充電器）

充電設備

製造産業局 ⾃動⾞課
03-3501-16９０

製造産業局 ⾃動⾞課
03-3501-16９０

○車両
　・電気自動車
　・プラグインハイブリッド自動車
　・クリーンディーゼル自動車（乗用車）

○充電設備

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

補助対象補助対象

経産省予算



地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進

ゼロエミッション⾃動⾞※として環境性能が特に優れた電気⾃動⾞の普及を効果的に加速し、低炭素まちづくりや地
域・交通事業のグリーン化を推進する観点から、地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞（地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞（地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞（地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞（バス、タクシーバス、タクシーバス、タクシーバス、タクシー及び及び及び及びトトトト
ラックラックラックラック）の集中的導⼊等であって他の地域や事業者による導⼊を誘発・促進するような先駆的取組み）の集中的導⼊等であって他の地域や事業者による導⼊を誘発・促進するような先駆的取組み）の集中的導⼊等であって他の地域や事業者による導⼊を誘発・促進するような先駆的取組み）の集中的導⼊等であって他の地域や事業者による導⼊を誘発・促進するような先駆的取組みについて、重点的重点的重点的重点的
な⽀援な⽀援な⽀援な⽀援を⾏う。

ゼロエミッション⾃動⾞※として環境性能が特に優れた電気⾃動⾞の普及を効果的に加速し、低炭素まちづくりや地
域・交通事業のグリーン化を推進する観点から、地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞（地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞（地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞（地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞（バス、タクシーバス、タクシーバス、タクシーバス、タクシー及び及び及び及びトトトト
ラックラックラックラック）の集中的導⼊等であって他の地域や事業者による導⼊を誘発・促進するような先駆的取組み）の集中的導⼊等であって他の地域や事業者による導⼊を誘発・促進するような先駆的取組み）の集中的導⼊等であって他の地域や事業者による導⼊を誘発・促進するような先駆的取組み）の集中的導⼊等であって他の地域や事業者による導⼊を誘発・促進するような先駆的取組みについて、重点的重点的重点的重点的
な⽀援な⽀援な⽀援な⽀援を⾏う。

＜電気⾃動⾞（プラグインハイブリッド⾞含む）の導⼊補助＞
　バス：車両本体価格の１／２
　タクシー･トラック：車両本体価格の１／３

＜充電施設の導⼊補助＞　 

　バス：導入費用の１／２
　タクシー･トラック：導入費用の１／３　　

支援内容

平成２５年度概算要求額：〔特別重点要求枠〕１，７９９百万円 （対前年度比８．７倍）

※走行中にCO2やNOｘ、粒子状物質等を排出しない自動車。

電気⾃動⾞の⼤量普及を図る上では、未来に向けた成功事例を
⽣み出し、他地域への急速な伝播、普及展開を図ることが効果的。

支援対象

事業計画を外部有識者により評価し、

優れた計画を選定して支援。

税制改正と一体的に推進
（車体課税の抜本見直し（簡素化、負担の軽減、グリーン化））

税制改正と一体的に推進
（車体課税の抜本見直し（簡素化、負担の軽減、グリーン化））

運輸部⾨における省エネ対策の推進に貢献

地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞の集中的地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞の集中的地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞の集中的地域や⾃動⾞運送事業者による電気⾃動⾞の集中的
導⼊等導⼊等導⼊等導⼊等であって、他の地域や事業者による導⼊を他の地域や事業者による導⼊を他の地域や事業者による導⼊を他の地域や事業者による導⼊を

誘発・促進するような先駆的取組み誘発・促進するような先駆的取組み誘発・促進するような先駆的取組み誘発・促進するような先駆的取組み
    

○ゼロエミッション性、静粛性

○自然環境との親和性
○ゼロエネルギー街区への連携導入

○地域主導や企業連携

○宿泊業、観光業等との連携
○ショーケース効果の高い地域ゲートウェイへの導入

○ 小規模避難所や市町村の災害対
策本部用の非常電源を供給

ゼロエミッション性など固有の価値
に着目しこれを活かした導入

地域主導や事業者間連携による集中的導入等

非常給電機能に着目し、地域
防災等の計画と連携した導入

東京スカイツリー開業にあわせた循環バス開設（東京都墨田区）

自然保護地域における電
気タクシーの連携導入
（長野県上高地地区）

東京駅周辺地区（丸の内・
日本橋）での電気バス導入
と電源供給契約の締結

（東京都千代田区）

より大規模・集約的な導入への重点支援、地域防災拠点整備等の要請への
対応等の観点から、重点化を図る。

国交省予算


